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三位一体の改革関係の動向について

○地方六団体・地方分権推進連盟 分権改革日本 全国大会 の開催 日本武道館「 」 」 （ ）

[６月１日]

【 】主な内容

・大会には 来賓として山崎官房副長官 小泉内閣総理大臣代理 麻生総務大臣、 （ ）、

始め多数の衆参の国会議員のほか 地方分権推進連盟顧問の与謝野自由民主党、

政務調査会長 井上公明党政務調査会長 民間団体から山口日本商工会議所会、 、

頭 中畔全国地域婦人団体連絡協議会会長 岡下日本青年団協議会会長が参加、 、

・そのほか 笹森日本労働組合総連合会会長 堀田さわやか福祉財団理事長 宮、 、 、

田全国農業協同組合中央会会長 飯塚全国森林組合連合会代表理事会長からメ、

ッセージ

・大会では 分権改革の先進事例をビデオで放映したほか パンフレットを作成、 、

し参加者に配付した また 決議文を満場一致で採択し 大会終了後 各都道。 、 、 、

府県選出の国会議員に対し 各都道府県の地方六団体の各代表者が面会して要、

請、大会には、約８０００人が参加,

○自由民主党地方税財政改革ＰＴ [６月１日]（麻生会長出席）

【 】主な内容

・ 骨太方針２００５ に盛り込む事項 三位一体の改革の今後の進め方について「 」 、

意見交換

○全国知事会 都道府県調整交付金配分ガイドライン たたき台 に対する意見 を「 （ ） 」

厚生労働省に提出 [６月１日]

○中央教育審議会第１６回・１７回義務教育特別部会の開催 [６月５日]

【 】主な内容

・義務教育に係る費用負担の在り方についての全体討議等

○全国知事会「地方分権推進特別委員会」の開催 [６月６日]

【 】主な内容

・委員長に増田岩手県知事を選任

・委員会に 国庫補助負担金改革小委員会 地方交付税問題小委員会 国の過剰、 、 、

関与問題小委員会を設置
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○全国知事会「第１回 国庫補助負担金改革小委員会」の開催 [６月 ９日]

○都道府県調整交付金配分ガイドライン検討会（第３回）の開催 [６月１７日]

【 】主な内容

・ 都道府県調整交付金配分ガイドライン」を了承「

○中央教育審議会第１８回・１９・２０回義務教育特別部会の開催 [６月１８日]

【 】主な内容

・義務教育係る費用負担の在り方についての全体討議等

・神野直彦東京大学大学院教授からの意見聴取・質疑応答

・義務教育教科書無償給与制度について

・ 義務教育に関する意識調査」結果の中間報告「

○中央教育審議会第２１回義務教育特別部会の開催 [６月１９日]

【 】主な内容

・義務教育に係る費用負担の在り方についての全体討議

○「経済財政運営と構造改革の基本方針２００５」に対する地方六団体会長談話

[６月２１日]

【 】主な内容

・小泉内閣の最重要課題として 三位一体の改革の実現に真摯に取り組んでいく、

姿勢を明確にしたと考える

・先送りされた６千億円の税源移譲に結びつく国庫補助負担金改革案を提示

・ 国と地方の協議の場」で地方の意見を聞くと明記したことを評価「

・平成１９年度以降の第２期改革についての足がかりできる

○「自由民主党総務部会・地方税財政改革ＰＴ・地方行政調査会合同会議」（麻生会長、

石井岡山県知事出席） [６月２３日]

【 】主な内容

・ 三位一体の改革」の今後の進め方について意見交換「

○中央教育審議会第２２回義務教育特別部会の開催 [６月３０日]

【 】主な内容

・審議経過報告（その２ （素案）に関する審議）

○全国知事会「第２回 国庫補助金改革小委員会 」の開催 [６月３０日]

【 】主な内容

・優先して移譲対象とする国庫補助負担金の選別基準について検討

・平成１８年度の国庫補助負担金改革案（素案）について検討
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○中央教育審議会第２３回義務教育特別部会の開催 [７月 ５日]

【 】主な内容

・審議経過報告（その２ （案）に関する審議）

○全国知事会「地方分権推進特別委員会」の開催 [７月 ６日]

【 】主な内容

・平成１８年度国庫補助負担金改革案について検討

・今後の進め方等について検討

○地方六団体「地方六団体代表者会議」の開催 [７月 ６日]

【 】主な内容

・国庫補助負担金等に関する改革案について協議

・中央教育審議会委員についての対応について協議

○第３回生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会の開催 [７月 ６日]

【主な内容】

・議題 共同作業の実施について 生活保護制度及び児童扶養手当制度に関する「 、

問題提起、第２回協議会までに指摘された論点の整理、その他」

○地方六団体「中央教育審議会委員」の推薦 [７月 ７日]

【 】主な内容

・中央教育審議会委員に石井岡山県知事 増田高松市長 山本添田町長の３人を、 、

推薦

○生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会共同作業（第１回）

[７月１１日]


